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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　基体から揮発性材料を送給する揮発性物質送給装置に使用する基体であって、
　架橋性ポリマー材料およびその混合物から選択されたバインダーを含むコーティングを
有する粒状粒子であって、該コーティングが接触点で溶融し合うことにより前記粒状粒子
は互いに接着されて孔と通路の網状組織を有する本体を形成しており、該本体の内部表面
は送給する揮発性材料に対して非反応的及び非吸収的である粒状粒子と、
　前記孔内に配置された揮発性材料であって、前記送給装置により、害虫を駆除する送給
速度で初めに送給可能な害虫駆除アクティブ成分を含む揮発性材料と、を含み、
　前記揮発性物質送給装置を作動させると前記孔から前記揮発性材料が放出され、これに
より前記揮発性材料が送給され、
　前記害虫駆除アクティブ成分が、天然ピレトリン、ジョチュウギク抽出液、合成ピレト
ロイド、及びこれらの混合物からなる群から選択され、
　形成された前記本体の表面上にジメチルシリコーンが付与されている前記基体。
【請求項２】
　前記揮発性材料が、本体への適用時に本質的に溶剤を含有していない、請求項１に記載
の基体。
【請求項３】
　前記粒子が砂を含む、請求項１又は請求項２に記載の基体。
【請求項４】
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　前記基体が、ヘッドと円筒形本体とからなり、前記円筒形本体が、前記揮発性物質送給
装置の頂部に設けられた穴内に挿入できる幅を有し、前記ヘッドが前記穴内に滑り落ちな
い幅を有している、請求項１～請求項３のいずれか1項に記載の基体。
【請求項５】
　前記揮発性材料が、前記円筒形本体の中心または下方部分のみに供給される、請求項１
～請求項４のいずれか1項に記載の基体。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、揮発性物質を染み込ませた基体から揮発性物質を送給する活性手段を採用す
る揮発性物質送給装置に関する。より詳細には、本発明は、送給のための活性手段を採用
した揮発性物質送給装置に使用可能な、改良された揮発性物質を染み込ませた芯やマット
等の基体に関する。
【背景技術】
【０００２】
　以下に示す定義が本発明明細書に適用される：「効率的な量」、「効率的な送給速度」
等の用語は、目的の効果を達成するのに十分な容量又は送給速度（レート）を意味するよ
う定義されている。「活性手段」は、熱、移動する空気等の、送給する揮発性材料にエネ
ルギーを付与する手段として定義され、揮発性物質を供給する活性手段を採用した揮発性
物質送給装置は、揮発性材料を「活発に送給する」と呼ばれる。効果を得るためには、害
虫駆除揮発性アクティブ成分を、ここで定義した「害虫を駆除する量」を下らない量で送
給する必要があり、この量は、保護する空間内において対象となる害虫を撃退又は駆除す
るのに十分な量である。
【０００３】
　揮発性材料を熱もしくは他の手段で大気中に送給する装置がよく知られている。このよ
うな揮発性材料は浮遊香（例えば芳香剤）、害虫駆除材料（例えば殺虫剤）、アレルゲン
制御成分、消毒薬等であってよい。
【０００４】
　或るタイプの揮発性材料送給装置は、一端が容器内の揮発性液体に浸された芯からの揮
発性材料の吸上げ作用と放出を促進するために、熱源を使用している。このタイプの装置
の或る種類は、ハウジング内の加熱コイルに電力供給を行うために、壁面差込口内に差し
込まれる。発生した熱により、芯に含まれた材料の温度が上昇し、材料が揮発する。揮発
した材料が対流空気により室内に送給される。このタイプの装置及び関連する装置の例は
、特許文献１、特許文献２、特許文献３、特許文献４、特許文献５、特許文献６、及び特
許文献７に見ることができる。これらの特許、及び本明細書で参照する他の全ての公報は
、完全に説明したものとして本願明細書中に参照により援用される。
【０００５】
　別タイプの揮発性材料送給装置では、硬質で多孔質のマット（通常、圧縮したセルロー
ス・繊維質材料で製造される）に揮発性材料を染み込ませるか、又は揮発性材料を皿型の
金属構造部分内に配置する。次に、これらのマット及び窪みを加熱器上に配置して、揮発
性材料を大気中に蒸発させる。この目的で使用する加熱器のタイプの１つは、エス・シー
・ジョンソンアンドサン社（Ｓ．Ｃ．Ｊｏｈｎｓｏｎ＆Ｓｏｎ，Ｉｎｃ．）から「フジ・
ベープ（ＦＵＹＩ　ＶＡＰＥ）」の登録商標で販売されている。このタイプの装置及び関
連する装置の例は、特許文献８、特許文献９、特許文献１０、特許文献１１、及び特許文
献１２に見ることができる。
【０００６】
　さらに別タイプの揮発性材料送給装置の例では、硬質で多孔質のマットに揮発性材料を
染み込ませ、このマットを、燃料バーナからの高温の気体がマットを通過し、揮発性材料
を大気中に蒸発させるように、装置内に配置する。このタイプの装置の一例は、特許文献
１３に見ることができる。
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【０００７】
　さらに別タイプの揮発性材料送給装置の例では、移動する空気を基体に向けるか、網状
組織あるいは空流透過性基体を通過させることで、基体に染み込ませた揮発性材料を揮発
させる。このタイプの装置の例は、特許文献１４、特許文献１５に見ることができる。
【特許文献１】米国特許第６、３６１、７５２号
【特許文献２】米国特許第５、６４７、０５３号
【特許文献３】米国特許第５、２９０、５４６号
【特許文献４】米国特許第５、２２２、１８６号
【特許文献５】米国特許第５、０９５、６４７号
【特許文献６】米国特許第５、０３８、３９４号
【特許文献７】米国特許第４、６６３、３１５号
【特許文献８】米国特許第６、４４６、３８４号
【特許文献９】米国特許第６、３０９、９８６号
【特許文献１０】米国特許第６、０３１、９６７号
【特許文献１１】米国特許第５、９４５、０９４号
【特許文献１２】米国特許第４、３９１、７８１号
【特許文献１３】ＰＣＴ国際特許公報第ＷＯ　００/７８１３５号
【特許文献１４】米国特許第５、５４７、６１６号
【特許文献１５】ＰＣＴ国際特許公報第ＷＯ　０１/０２０２５号
【特許文献１６】米国特許第４、２８６、７５４号
【特許文献１７】米国特許第４、９６８、４８７号
【特許文献１８】米国特許第４、４３９、４１５号
【特許文献１９】米国特許第３、６５２、１９７号
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　特定の状況下ではこれら全ての装置で十分な結果が得られるが、しかし、各タイプの装
置に欠点が伴う。
【０００９】
　溶剤及び溶解させたアクティブ成分から成る揮発性の液体に浸した芯からの揮発性材料
の放出を促進するために熱源を使用する装置では、現在利用可能な芯材料により、装置の
芯の性能が制限される。例えば、フェルト地又は織地から成る多孔性芯をこのような装置
に使用する場合、芯が加熱されることで溶剤が急速に揮発し、芯に高沸点材料が残留する
。芯に残留したこの高沸点材料が、芯の目詰まりを起こす可能性がある。これ以外の芯材
料にはセラミックと圧縮されたおがくずがある。しかし、これらの芯も、熱源を使用して
揮発性液体に浸した芯からの揮発性材料の放出を促進する装置に使用した場合、同様の目
詰まりを起こす。その結果、揮発性液体の安定した蒸発を長期間維持することが困難にな
る。揮発性物質の均等な放出は、加熱されない芯についての特許文献１６に報告されてい
るが、加熱した芯での送給速度が一定でない放出の問題は未解決のままである。
【００１０】
　いくつかの殺虫剤剤のような特定の揮発性材料は、非揮発性材料、又は、芯内部で液体
が加熱されると非揮発性化する材料を含む。これらの非揮発性材料は芯の目詰まりを起こ
させ、これにより、長期間使用するうちに揮発性物質の放出速度が不均等となり、また、
使い切った芯の非揮発性材料の残留レベルが高くなる。例えば、除虫菊殺虫剤は、一般的
に非揮発性ワックス又は重合体を含有又は形成する。従来のセラミック又はおがくず製の
芯を使用した送給装置内で使用している間に、これらのワックスがおりを形成し、これが
芯の目詰まりを起こす可能性がある。そのためセラミック又はおがくず製の芯の方法では
、天然ピレトリンやテルペンを含有した殺虫剤剤を効率的に使用することができない。
【００１１】
　除虫菊殺虫剤の酸化により形成された非揮発性物質が原因の芯の目詰まりに関連した問
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題への或る解決法として、液体製薬内に抗酸化剤を使用するものが提案されている。例え
ば、特許文献１７を参照のこと。しかし、抗酸化剤をした場合でも、殺虫剤液製剤内にイ
ソプレンユニットの架橋結合が生じるため、従来の芯の吸上げ性能を劣化させる原因の非
揮発性成分が形成される。
【００１２】
　特定の欠点は、揮発性材料を染み込ませた固体又は硬質のマットからの揮発性材料の放
出、あるいは皿型の金属構造部に配置した揮発性材料の放出を促進するために熱源を使用
した装置にも見られる。金属製の皿型構造部の１つの問題は、一般的な加熱器が、揮発性
材料を過度の熱に晒すことである。これにより、揮発性物質がすぐになくなり、また、熱
劣化により揮発性物質が劣化又は破壊される。これに関しては、繊維マットも若干小さい
が同様の問題を伴う。
【００１３】
　加熱したマットを使用する送給装置もまた、加熱器表面全体で異なる温度に晒されると
いう、マットに関する問題を伴う。多くの場合、既存の加熱器は、その加熱面に沿った、
一般的には通常中心線に沿った特定の点において、より高い温度の部分を有する。そのた
め、マットからの蒸発が不均等で不完全になる可能性がある。マットの不均等な加熱によ
り、害虫駆除揮発性アクティブ成分が送給される全体的な送給速度が害虫駆除のためのア
クティブ成分送給速度を下回り、一方、マットの加熱不足部分には相当量のアクティブ成
分が残留する結果となる。また、不均等な加熱の件を別にしても、マットは、揮発性材料
を一定の速度（レート）では送給しない傾向にある。一般に、マット表面に接触するほど
接近しているアクティブ成分は急速に揮発するため、当初の揮発性物質送給速度は比較的
高い。捕獲孔が小さく、流路が極度に渦巻状をしているため、この接触可能なアクティブ
成分が無くなった後は、マットの内部から表面へのアクティブ成分の移動は、少なくとも
部分的に遅速化する可能性がある。この送給速度は、マットがアクティブ成分を害虫駆除
量で送給しなくなり、交換が必要になるまで低減を続ける。従来の加熱器と共に使用する
従来の殺虫剤マットでは、送給速度が効率的な害虫駆除送給速度を下回るまでに、搭載さ
れた揮発性材料の約６０％しか放出しないことは珍しいことではない。これは無駄であり
、それ故、マット製品がコスト高になる。
【００１４】
　害虫駆除マットの設計で他に考慮する点は、既存の加熱器が、小型加熱器の搭載ポート
又は開口部内に入るようにされた、断面形状の小さい板状の挿入物しか受容できないこと
が多いことである。従って、どのマットの設計も、既存の加熱器により課されるサイズ制
限を斟酌することが好ましい。このタイプの装置で、さらに別の重要な設計上の考慮点は
コストである。多くの場合、このタイプのマットは、平均年収が非常に低い国で使用され
る。これらの国での実践的利用の増大を見込むためには、マットは安価でなくてはならな
い。
【００１５】
　従って、熱源又はその他の活性手段を使用して芯からの揮発性材料の放出を促進する送
給装置で使用できる、改良された液体送給芯が必要である。さらに、熱源又はその他の活
性手段を使用して揮発性材料のマットからの放出を促進する送給装置において使用できる
、改良された多孔質マットが必要である。特に、改良された効能（目詰まりが無く、送給
速度が一定で、完全な揮発性物質の放出を含むが、これらに限定されない）と低コスト、
さらに既存の送給装置への適用性を提供する芯及び多孔質マットが必要である。
【課題を解決するための手段】
【００１６】
　前述の必要性は、本発明に従って製造した、基体から揮発性材料を活発に送給する揮発
性物質送給装置に使用する基体により満たすことができる。この基体は、孔と通路の網状
組織を有する本体を形成するべく接着された粒状粒子を含んでおり、この基体の内部表面
は送給される揮発材料に対して非反応的及び非吸収的である。「粒状粒子」という用語は
、制限された空間に詰め込まれると、隣接した粒子との接点を有するが、粒子同士の間に
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開放的な空間を残している、離散的で、一体構造の、小型の粒子（繊維ストランドのよう
な直線的に延長した粒子、又はセラミックのような実質的に連続した多孔質材料とは異な
る）を意味するものとして定義される。砂粒子が、このような粒状粒子の一例であり、低
コスト、耐熱性・非反応性の両方にとって好ましい。但し、ガラス、高密度重合体粒子、
及びその他の粒子の使用も可能である。好ましい高密度重合体は、高密度のポリカーボネ
ートポリマー及びポリエチレンポリマーである。粒状粒子が非有機物である場合には、任
意の便利な手段による接着が可能であり、この手段には、熱及び圧力の少なくとも一方の
適用による先端溶融、及び重合剤の少なくともいずれか、又は他の結合剤、コーティング
等の、単純に粒子同士を接着するものが含まれるが、これらに限定されず、また、一般に
後者の手段が好まれている。しかし、粒状粒子が有機材料で作られている場合には、本発
明の基体は、焼結ステップを全く用いずに、重合剤、又はその他の結合剤、コーティング
等を使用して接着した粒子のみに限定される。「先端溶融」は、粒子の大きさ及び形状、
並びに、粒子間に形成された通路と孔のネットワークの大きさ及び形状を大きく変えるこ
とのない、隣接する粒子同士の接点のみの溶融として定義される。
【００１７】
　この孔と通路の内部に揮発性材料が配置される。揮発性送給装置を作動させると、孔と
通路から揮発性材料を放出し、これにより揮発性材料が送給される。揮発性材料は、恐ら
く、当初送給装置により害虫を駆除する量で送給可能な害虫駆除アクティブ成分を有して
おり、また、送給装置が揮発性材料を昆虫駆除量ではもはや送給できなくなるまで使い切
った時に、孔に残留する揮発性材料が好ましくは１０％未満である。殺虫剤送給装置でこ
の基体を使用する場合、揮発性材料は、天然ピレトリン、ジョチュウギク抽出液、合成ピ
レトロイド、及びこれらの混合物から選択することが好ましい。空気処理送給装置でこの
基体を使用する場合は、揮発性材料は芳香剤、又はその他の揮発性空気処理材料であって
よい。
【００１８】
　本発明の別の態様では、基体からの揮発性材料の放出を促進するために活性手段を採用
した送給装置用の基体は、孔と通路の網状組織を形成するべく結合剤で接着した粒状粒子
を含む本体を含む。結合剤は、相互結合した重合体材料、及びこれらの混合物から選択す
る。或る好適な実施形態では、この粒状粒子は砂粒子（さらに、より好ましくはシリカ砂
を含んだ砂粒子）であり、結合剤は、多くの製造業者から市販されているノボラック樹脂
のような硬化フェノール樹脂である。好ましくは基体を送給装置内に配置する以前に、揮
発性材料を孔内に配置して基体に染み込ませる。しかし、揮発性材料を基体に染み込ませ
るのは、送給装置内に基体を配置した後、すなわち該基体で送給装置の恒久的な一部分を
形成してからでもよい。。或る例証的な実施形態では、揮発性送給装置は、基体を搭載す
るためにこれを内部に挿入できる溝を備えており、この基体は溝内に垂下するのに適した
形状に形成されている。
【００１９】
　本発明の基体は、送給装置内に、揮発性材料を送給するための活性手段に晒されるよう
位置決めされる。例えば、活性手段として熱を使用する送給装置では、基体は、送給装置
の熱源上、又はその付近に位置決めされる。このような装置では、熱源を作動させること
で基体の温度が上昇し、これにより揮発性材料が孔から放出される。空流を活性手段とし
て採用した装置では、基体は、空流に晒されるよう配置される。
【００２０】
　本発明の或る好ましい基体では、孔が基体総容積の少なくとも２５％を占める。さらに
、孔は２０～２００ミクロンの平均的大きさであることが好ましい。
【００２１】
　加熱した揮発性物質送給装置に本発明による基体を使用する場合、揮発性材料は、効率
的な量での放出が不可能になるまで、実質的に一定の送給速度で孔から放出される。例え
ば、揮発性材料がトランスフルトリンのような害虫駆除アクティブ成分である場合には、
揮発性材料は、終点に到達するまで、害虫を駆除する量で実質的に一定の送給速度で放出
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され、その後に残る揮発性材料の残留量は非常に少ない。有利なことに、基体からの揮発
性材料の効果的な放出終了後に孔内に残る残留揮発性材料は、従来の気体クロマトグラフ
ィ及び質量分析方法により分析及び定量されたところ１０％と少ない。さらに、基体から
の揮発性材料の効果的な放出が終了した後に孔内に残る残留揮発性材料は、従来の気体ク
ロマトグラフィ及び質量分析方法により分析及び定量されたとき５％以下となることがよ
り好ましい。
【００２２】
　本発明による基体を使用する場合、基体に染み込ませる多くのアクティブ成分を、溶剤
で希釈せずに直接使用できる。例えば、所望の量の液状で溶剤を含有していないトランス
フルトリンを直接マット表面に配置し、マット表面内に急速に沈下させることで、従来の
大きさ（約３．５×２ｃｍ）の害虫駆除マットに、トランスフルトリンを染み込ませるこ
とができる。反対に、トランスフルトリンを従来のセルロースマット上に同様に配置した
場合には沈下が非常に遅いため、一回分の薬剤を染み込ませたマットの大量生産には非実
用的である。従って、従来のマットでは、マットに染み込ませる前にトランスフルトリン
を溶剤で溶解し、液体の移動を補助する必要がある。
【００２３】
　容器から加熱装置の加熱された箇所へ揮発液を送給するよう設計された芯からの揮発性
材料の放出を促進するべく熱源を使用している送給装置から揮発性材料を給送する本発明
の方法は、以下のステップを含む。まず、従来の芯の代替として、あるいは従来の芯と容
器の代替として、本体を形成するべく接着された粒状粒子を含む基体を用意する。本体は
孔と通路の網状組織を備えており、その内部表面は、送給される揮発性材料に対して非反
応的及び非吸収的であり、本体は、加熱器内の加熱された箇所を占めるよう形成されてい
る。孔内に揮発性材料を配置する。送給装置内の、通常は芯が占める空間内に基体を配置
する。次に、揮発性物質送給装置を作動させると、孔から揮発性材料が放出され、これに
より送給される。
【００２４】
　本発明の別の態様では、加熱装置から揮発性材料を送給する方法が得られ、この加熱装
置は、（ａ）揮発性材料を染み込ませた基体を間に保持するよう設計された封入型加熱チ
ャンバを備え、この加熱チャンバはチャンバ壁を有し、通気孔が設けられており；（ｂ）
燃料バーナを備え；（ｃ）基体を加熱し、揮発性材料を基体から放出させるための、燃料
バーナにより発生した高温の気体を基体を越えた場所へ案内する空流路をさらに備えてい
る。この方法は、まず、封入型加熱チャンバにより保持可能な基体を提供するステップを
含み、この基体は、孔と通路の網状組織を有する本体を形成するべく接着された粒状粒子
を備えており、この基体の内部表面は、送給される揮発性材料に対して非反応的及び非吸
収的であり、さらにこの基体は、孔内に配置した、送給される揮発性材料を含んでいる。
次に、基体を加熱チャンバ内に配置し、燃料バーナを作動させると、孔から揮発性材料が
放出され、これにより揮発性材料が送給される。本発明のこの態様の或る例証的な実施形
態では、揮発性材料は、３０℃以下の温度で非液体である物質、例えばトランスフルトリ
ンである。
【００２５】
　本発明のさらに別の実施形態では、加熱された表面から熱を適用することにより基体か
らの揮発性材料の放出を促進する目的で熱源を使用する送給装置から揮発性材料を送給す
る方法が得られる。この方法は、まず、加熱面上に嵌合するよう選択した大きさと形状の
基体を提供するステップを含み、この基体は、孔と通路の網状組織を有する本体を形成す
るべく接着された粒状粒子を含み、この基体の内部表面は送給される揮発性材料に対して
非反応的及び非吸収的である。この基体はさらに、孔内に配置された、送給される揮発性
材料を含む。次に、基体を加熱面上に配置し、送給装置を作動させると、加熱面が加熱さ
れることで孔から揮発性材料が放出され、このようにして揮発性材料が送給される。本発
明のこの態様の或る実施形態では、揮発性材料は３０℃以下の温度で非液体である物質、
例えばトランスフルトリンである。
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【００２６】
　本発明のさらに別の態様では、揮発液を容器から加熱器内の（揮発液が加熱され揮発さ
れる）加熱された場所へ送給するよう設計された芯からの揮発性材料の放出を促進するた
めに熱源を使用している送給装置から揮発性材料を送給する方法が得られる。まず、容器
内の液状の揮発性材料として、天然ピレトリン、ジョチュウギク抽出液、合成ピレトロイ
ド、及びこれらの混合物からなる群から選択した害虫駆除アクティブ成分を準備する。次
に、芯として、孔と通路の網状組織を有する本体を形成するべく接着された粒状粒子を備
える基体を準備する。基体の内部表面は、送給する揮発性材料に対して非反応的及び非吸
収的である。本体は、加熱器内の加熱された場所を占めるよう形成されており、また、揮
発性物質送給装置の加熱器を作動させることで、揮発性材料が孔から放出されて揮発性材
料が送給される。基体の構造により、除虫菊殺虫剤及び関連するワックスの少なくとも一
方による孔の目詰まりが制限される。
【００２７】
　本発明のさらに別の態様では、移動する空気流を使用して、この空気流内に保持された
基体からの揮発性材料の放出を促進させる送給装置から揮発性材料を送給する方法は以下
のステップを含んでいる。基体は、空気流内に保持されるよう選択した大きさと形状をし
ており、この基体は、孔と通路の網状組織を設けた本体を形成するべく接着した粒状粒子
を備えており、この基体の内部表面は、送給される揮発性材料に対して非反応的及び非吸
収的であり、送給される揮発性材料は孔内に配置されている。この基体を空気流内に配置
し、送給装置を作動することで空気流が基体に向けられ、孔から揮発性材料が放出され、
このようにして揮発性材料が送給される。揮発性材料が害虫駆除アクティブ材料である場
合は、孔内の残留揮発性材料が１０％又は５％未満になるまで、この害虫駆除アクティブ
材料が害虫を駆除する送給速度量で送給され続け、また、この送給が実質的に一定の送給
速度で実施されることが好ましい。
【００２８】
　本発明のこれら及びその他の特徴、態様、利点は、以下の詳細な説明、添付の特許請求
の範囲、及び図面を考慮することでさらに理解されるだろう。
【００２９】
　以下の図面の説明では、複数の図面中の類似した部品には同様の参照番号を付している
。
【発明を実施するための最良の形態】
【００３０】
　図１Ａ、図１Ｂを参照すると、従来技術の加熱された揮発性物質送給装置２０を示して
おり、この装置では、熱源を使用して、容器に入っている揮発性液体に浸した芯からの揮
発性材料の送給作用と放出を促進させている。送給装置２０は本体２１を含んでおり、こ
の本体２１の頂部中央には蒸気出口２４が形成されている。本体２１内の、蒸気出口２４
の下方には、開口部が垂直に貫通して延びたリング型加熱器２５が設けられている。リン
グ型加熱器２５は支柱２６で支持されている。加熱器２５の下方には、開口部が垂直に貫
通して延びたボトルソケット２７が設けられている。ソケット２７の内周部には、揮発性
液体ボトル２８の口２８ａの外周部上に施したねじ切り部分２９とねじ山係合するように
されたねじ切り部分３０が形成されている。
【００３１】
　図１Ｂに示すように、ボトル２８には、ボトル２８の口２８ａをソケット２７内にねじ
込んだ際に、リング型加熱器２５内にこれと同軸的に挿入可能な芯３１が設けられている
。芯３１はボトル２８内の液体に浸されており、ボトル２８に内容されている液体３４を
毛管作用により上方向に移動させる。芯３１は、一般的に、焼成多孔セラミック又は焼結
プラスチック材料から形成されている。
【００３２】
　本体２１の裏面には一対の電気プラグブレード３２が固定されている。プラグブレード
３２は、電気接続を用いた通常の方法でリング型加熱器２５と接続している。リング型加
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熱器２５は、プラグブレード３２を差込口内に挿入し、スイッチ３５を起動することによ
り付勢され、これにより、芯３１の上方部を加熱するべく熱を発生する。この熱により、
芯３１に染み込んだ液体３４の上方移動が促進されるだろう。芯３１に浸潤した液体化学
物質３４は、リング型加熱器２５からの熱により気化する。このタイプの装置のより詳細
な説明は、米国特許第５、２９０、５４６号に記載されている。
【００３３】
　芯３１は単純に本発明の基体で作られてよいので、天然除虫菊剤を含有した溶剤の場合
でも、害虫駆除アクティブ成分を芯を介して加熱器まで送給する害虫駆除製品の一般的な
使用予想期間である４５日、６０日、又は毎夜８時間よりも長く、芯詰まりを起さずに送
給することが可能である。このような芯３１の形状は、円筒形又はその他の便宜的な形状
である。
【００３４】
　次に図２、図３に進むと、送給装置２０が、ボトル２８と、これに関連する芯３１とを
除去し、代わりに、揮発性材料２２を染み込ませた、本発明による多孔質ペグ７０を備え
た状態で示されている。多孔質ペグ７０は、上下反転した切頭円錐形ヘッド７２と、ヘッ
ド７２から下方に延びた円筒形本体７４とを含む。ペグ７０の本体７４は、送給装置２０
の穴２４内に上から挿入できるよう十分小型に作られ、一方、ヘッド７２は穴２４内に滑
り落ちないよう十分幅広に作られている。図３に示すように、ペグ７０の本体７４も、リ
ング型加熱器２５内にこれと同軸的に挿入できるよう十分小型に作成されている。ぺグ７
０の頂部にあるヘッド７２は、中心（断面図に示すとおり）又は下方部分のみに供給され
ている揮発性材料２２に使用者が触れなくて済むようにしており、取り扱いに便利である
。
【００３５】
　多孔質ペグ７０を送給装置２０内に挿入するには、ペグ７０を図２中の方向「Ａ」に移
動させる。次に、プラグ刃３２を差込口に挿入し、スイッチ３５を起動させてリング型加
熱器２５を付勢すると、リング型加熱器２５が、ペグ７０の本体７４を加熱するべく熱を
発生する。ペグ７０内の揮発性材料２２がリング型加熱器２５からの熱により気化し、周
囲の大気中に侵入する。ペグ７０に使用される材料と、ペグ７０の準備について以下に説
明する。
【００３６】
　図４Ａ、図４Ｂを参照すると、別の従来技術による加熱された揮発性物質送給装置２０
ａを示しており、この装置は、容器内の揮発性液体に浸した芯からの揮発性材料の送給作
用及び放出を促進するために熱源を使用している。送給装置２０ａは本体２１を含み、こ
の本体２１の頂部中央には蒸気出口２４ａを有している。上記出口２４ａは、通常矩形の
開口部２４ｃを画定する、内方に突出したフィンガ２４ｂを含む。本体２１内の上記出口
２４の下方にはリング型加熱器２５が設けられており、このリング型加熱器２５は、これ
を垂直方向に貫通して延びた開口部を備えている。過熱器２５は支柱２６に支持されてい
る。加熱器２５の下には、開口部が垂直方向に貫通した開口部を備えるボトルソケット２
７が設けられている。ソケット２７の内周部には、揮発性液体ボトル２８の口２８ａの外
周部上に施したねじ切り部分２９とねじ山係合するようにされたねじ切り部分３０が設け
られている。
【００３７】
　図４Ｂに示すように、ボトル２８には、ボトル２８の口２８ａをソケット２７内にねじ
込んだ際に、リング型加熱器２５内にこれと同心的に挿入可能な芯３１が設けられている
。芯３１は、ボトル２８に入れた液体３４を毛管作用により上方向に移動させる。芯３１
は、一般的に、焼成多孔セラミック又は焼結プラスチック材料から形成されている。
【００３８】
　一対の電気プラグ刃３２が本体２１の裏面に固定されている。プラグ刃３２は、電気接
続を用いた通常の方法でリング型加熱器２５と接続している。プラグ刃３２を差込口に挿
入し、スイッチ３５を起動させることでリング型加熱器２５がオンされ、これにより、リ
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ング型加熱器２５が、芯３１の上方を加熱するべく熱を発生する。この熱が芯３１に浸潤
した液体３４の上方移動を促進する。芯３１に浸潤した液体化学物質は、リング型加熱器
２５からの熱により気化することになる。このタイプの装置のより詳細な説明は、特許文
献３に記載されている。
【００３９】
　次に図５、図６に進むと、送給装置２０ａが、ボトル２８と、これに関連する芯３１と
を除去し、代わりに、揮発性材料を染み込ませた本発明による多孔質ペグ８０を設けた状
態で示されている。多孔質ペグ８０は、ディスク型ヘッド８２と、ヘッド８２から下方に
延びた本体８４とを含む。図５に、ペグ８０の本体８４の側面図を示す。側面図では、ペ
グ８０の本体８４の外周は本質的に矩形であることがわかる。図６に、ペグ８０の本体８
４の正面図を示す。正面図では、ペグ８の本体８４が、本質的に矩形の外周部を有する底
部区間８４ａ、本質的にＶ字型の外周を有する中間区間８４ｂ、中間区間８４ｂからヘッ
ド８２まで延びた上方区間８３を備えていることがわかる。ペグ８４が図５に示すように
方位付けされた状態で、ペグ８０の本体８４は、送給装置２０ａの矩形開口部内に上から
挿入できるよう十分狭くなっており、一方、ヘッド８２は、この矩形開口部２４ｃ内に滑
り落ちないよう十分幅広に作成されている。図６に示すように、ペグ８０の本体８４も、
リング型加熱器２５内にこれと同心的に挿入できるよう十分小型に作成されている。
【００４０】
　多孔質ペグ８０は、図５中の方向「Ｂ」へ移動することで、送給装置２０ａ内に挿入さ
れる。次に、多孔質ペグ８０を９０°回転させて図６に示す位置へ移動させるだろう。ペ
グ８０がこの位置に来ると、蒸気出口２４ａの内方に突出したフィンガ２４ｂが、ペグ８
０の中間区間８４ｂとヘッド８２との間の、溝８３ａ、８３ｂ内に位置する。これにより
、ペグ８０は、９０°回転して送給装置２０ａから持ち上げられ、取り出されるまで、送
給装置２０ａ内部に固定される。従って、図に示す形状の四角く区切られたシャンク区間
が、加熱器の頂部に既に設けられている矩形の開口部２４ｃ内に合致し、適切な位置に回
転させられた時のみこの内部に入る。ペグが適所に配置されたら、これを回転して、元の
位置へ再び回転させられるまで回転による取り外しを防止することができる。ペグ８０の
挿入後、次に、プラグ刃３２を差込口に挿入し、スイッチ３５を起動せてリング型加熱器
２５をオンすることで、リング型加熱器２５がペグ８０の本体８４を加熱するべく熱を発
生する。すると、リング型加熱器２５からの熱によりペグ８０内の揮発性材料が気化し、
周囲の大気中に侵入する。ペグ８０に使用される材料と、ペグ８０の準備について以下で
説明する。
【００４１】
　次に図７に進むと、従来技術の揮発性材料送給装置を示しており、この装置では、揮発
性材料を染み込ませた固体多孔質マットが加熱されて揮発性材料を放出する。図７には、
参照符号４０を付した電気加熱器が示されている。この加熱器は前述した「ＦＵＹＩ　Ｖ
ＡＰＥ」加熱器であるが、従来この加熱器で使用しているマットは本発明によるマット５
０に取り替えられている。加熱器４０は電気抵抗加熱器であり、平坦で上方に向いて露出
した加熱板４２を備えており、この加熱板上に本発明のマット５０が配置されている。電
気プラグ４６により、電気コード４７の手段を介して加熱板４２に電力が供給される。プ
ラグ４６を差込口に挿入することで加熱板４２がオンされ、これにより加熱板４２がマッ
ト５０を加熱するべく熱を発生する。加熱板４２からの熱により揮発性材料が気化する。
加熱板はセラミック又は金属の板であってよい。このタイプの装置は、特許文献１０にお
いてより詳細に記載されている。
【００４２】
　次に、図８を参照すると、本発明によるマット５０の１つの実施形態を示している。マ
ット５０は、本体５２と、本体５２から外方に延びたハンドル５４とを備えている。マッ
ト５０は、これを図７に示す方向「Ｃ」に向かって移動させることで、加熱器４０に挿入
される。次に、マット５０は加熱板４２上に載置させられる。次に、プラグ４６を差込口
に挿入して加熱器を付勢することで、加熱板４２がマット５０の本体５２を加熱するべく
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熱を発生する。これによりマット５０内の揮発性材料が加熱板４２からの熱により気化し
、マット５０の表面５６から放出されることにより、周囲の大気中に侵入する。マット５
０に使用される材料と、マット５０の準備については以下で説明する。
【００４３】
　次に図９を参照すると、本発明によるマット６０の別の実施形態を示している。マット
６０は、本体６２と、本体６２から外方へ延びたハンドル６４を備えている。マット６０
は、これを図７の方向「Ｃ」に向かって移動させられることで、加熱器４０内に挿入され
る。マット６０は加熱板４２上に載置させられる。次に、プラグ４６を差込口に挿入する
ことで加熱器４０がオンされ、これにより加熱板４２がマット６０の本体６２を加熱する
べく熱を発生する。次に、マット６０内の揮発性材料が気化し、マット６０の表面６６か
ら放出されて、周囲の大気中に侵入する。
【００４４】
　マット６０がマット５０と異なっているのは、マット６０が、第１揮発性材料を染み込
ませた第１領域６８と、第２揮発性材料を染み込ませた第２領域６９とを備えている点で
ある。第１領域６８と第２領域６９により、特に殺虫剤送給システムに使用する場合にマ
ット６０に利点が生じる。図７に示すような一般的な加熱器には、加熱板４２が動作温度
へと徐々に上昇してゆく作動準備時間がある。２つの領域６８、６９を、２種類の殺虫剤
のような２種類の異なる揮発性材料と共に使用することで、殺虫剤の送給を加熱板４２の
加熱特徴に合わせることができる。例えば、第１領域６８の殺虫剤を、加熱板の作動準備
時間に比較的低速で急速に蒸発するように選択し、また、第２領域６９内の殺虫剤を、加
熱板の安定した動作温度でゆっくりと蒸発するように選択することができる。その結果、
送給装置４０は、害虫の周囲大気を一掃するための殺虫剤の第１噴出（第１領域６８から
）と、周囲の大気を害虫のいない状態に維持するための、よりゆっくりと安定した殺虫剤
の放出（第２領域６９から）を提供する。最も早く作用する揮発性材料を、最も早く熱せ
られる加熱板表面箇所に配置することができる（一般的には、加熱板の中心領域）。マッ
ト６０に使用される材料と、マット６０の準備について以下に説明する。
【００４５】
　図１０では、本発明による固体多孔質マットを使用した従来技術の揮発性材料送給装置
を示す。このマットには揮発性材料が染み込ませてあり、揮発性材料を放出するべく加熱
される。送給装置１１０は、取り外し可能な排気筒１１４を支持する基部１１２を備えて
おり、この排気筒は、その下方縁に形成されたロックタブが、基部１１２に形成されたロ
ック溝１１５と合致することで、基部１１２に取り付けられている。排気筒１１４は、耐
熱性の透明又は半透明のプラスチックで作製することができる。基部１１２は、排気筒１
１４内の中央に位置するキャンドルカップ１１６を支持する。キャンドルカップ１１６の
中にはワックスキャンドルが内容されている。基部１１２は、中心換気口１２９を設けた
基部床１２８を備えている。
【００４６】
　排気筒１１４内の上方端部には天井部分１３８が配置されている。この天井部分１３８
は、排気筒１１４内部と排気筒よりも上に存在する外気との間で連通している天井換気部
１４０と挿入溝１４２を備えている。燃焼中のキャンドル１１８から上方向に流れる高温
の気体が、天井換気部１４０を通り排気筒１１４から逃げることができる。挿入溝１４２
は、本発明によるマット１４４を受容できる大きさを有する。マット１４４は、側方向に
延びた耳１４８を具備した耐揮発性区間１４６を備えている。マット１４４の耐揮発性区
間１４６は、挿入溝１４２内に上から挿入できるよう十分小型に作成され、一方で、耳１
４８は排気筒１１４内に滑り落ちないよう十分幅広に作成されている。この配置により、
マット１４４が耳１４８の部分で引っ掛かった状態で、耐揮発性区間１４６を排気筒１１
４内に垂下させることができる。金属のような耐熱性材料から成るバッフル片１５０が天
井１３８の下側部に固定されている。このバッフル片１５０は、キャンドルから上昇して
きた最も高温の気体が耐揮発性ベアリング１４６の下方に向いた縁を直撃することを阻止
する。図１０の送給装置１１０では、加熱は、耐揮発性区間１４６をキャンドルからの気
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体に直接露出させることで達成される。耐揮発性区間１４６が気体により加熱されると、
揮発性材料が放出され、逃げる高温の気体と共に送給装置１１０から排出される。このタ
イプの装置については、特許文献１３に、より詳細に記述されている。
【００４７】
　図１１では、本発明による別の固体多孔質構造を使用した従来技術の揮発性材料送給装
置１１０ａを示す。この固体多孔質構造は揮発性材料を染み込ませてあり、揮発性材料を
放出するべく加熱される。図１１の揮発性材料送給装置１１０ａは、図１０の送給装置１
１０と同一の特徴を備えているが、図１１の送給装置１１０ａでは、図１０の送給装置１
１０のマット１４４の代わりに多孔質プラグ１４４ａを使用している。多孔質プラグ１４
４ａは、送給装置１１０ａの天井１３８ａに設けた円形穴１８８に配置される。多孔質プ
ラグ１４４ａは、ディスク形状のヘッド１４４ｂと、ヘッド１４４ｂから下方に延びた円
筒形本体１４４ｃとを備えている。プラグ１４４ａの本体１４４ｃは、穴１８８内に上か
ら挿入できるよう十分小型に作られており、一方、ヘッド１４４ｂは穴１８８に滑り落ち
ないよう十分に幅広に作られている。この配置により、本体１４４ｃがヘッド１４４ｂで
引っ掛かった状態で、多孔質プラグ１４４ａを排気筒１４４内で垂下させることができる
。図１１の送給装置１１０ａでは、加熱は、多孔質プラグ１４４ａをキャンドルからの気
体に直接露出させることで達成される。多孔質プラグ１４４ａが気体により加熱されると
、揮発性材料が放出され、逃げる高温の気体と共に送給装置１１０ａから排出される。揮
発性材料をプラグ１４４ａの下方部分に適用することで、使用者がヘッド１４４ｂ（プラ
グ１４４ａの最上部）を持ち、揮発性材料に全く触れないようにすることができる。
【００４８】
　図１Ａ、図１Ｂ、図２、図３の送給装置２０におけるペグ７０の配置、図４Ａ、図４Ｂ
、図５、図６の送給装置２０ａにおけるペグ８０の配置、図７の加熱器４０におけるマッ
ト５０、６０の配置、図１０の送給装置１１０におけるマット１４４の配置、図１１の送
給装置１１０ａにおける多孔質プラグ１４４ａの配置について説明したが、次に、ペグ７
０、ペグ８０、マット５０、マット６０、マット１４４、本発明の基体から成る芯、多孔
質プラグ１４４ａを準備する方法について説明する。
【００４９】
　ペグ７０、ペグ８０、マット５０、マット６０、マット１４４、本発明の基体から成る
芯、多孔質プラグ１４４ａは、孔と通路の網状組織を形成するべく接着した砂粒子を備え
ている。この粒子同士は、好ましくは結合剤により接着されている。ペグ７０、ペグ８０
、マット５０、マット６０、マット１４４、又は多孔質プラグ１４４ａを作成するための
或る例証的な方法では、個々の砂粒子を結合剤の薄いコーディングで被覆している。被覆
された砂粒子は、次に鋳型に入れられ、上昇した温度条件の下で圧縮される。砂粒子上に
被覆した結合剤が流れ出し、粒子同士の接触点でコーティングが溶融した状態で、個々の
粒子上に薄いコーティングを形成する。結合剤は砂粒子同士の間の空間を部分的にしか充
填しないため、これにより、相互に接続した孔と通路の網状組織が形成される。
【００５０】
　砂粒子はシリカ砂粒子、亜クロム酸塩砂粒子、ジルコン砂粒子、及びこれらの混合物を
含んでよい。シリカ砂粒子を使用して形成したペグ又はマットは優れた流体搬送特性を有
するため、一般的にシリカ砂粒子が好ましい。丸い粒子及び好ましくは球形の粒子が最適
な粒子であるが、その理由は、達成できる多孔性が均等であり、丸い粒子同士は緊密に詰
め込むことが可能なためである。大きさが均等な粒子を使用することで、多孔性における
最良の均等性が得られる。
【００５１】
　砂粒子同士の接着には多数の異なる結合剤を使用することができる。熱硬化性重合体材
料、すなわち加熱により比較的不溶融化する材料が結合剤として好ましく、これは、これ
らの架橋重合体材料は、形成されたペグ又はマットを送給装置内で加熱した場合にも流れ
ることがないためである。もし、仮に結合剤が加熱により過度に流れるようになっていた
ら、孔と通路の網状組織は目詰まりするだろう。しかし、本明細書で使用しているように
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、「熱硬化性重合体材料」は従来の熱硬化性材料に限定されるものではなく、さらに、加
熱すると化学反応を生じて比較的に不溶融化する架橋熱可塑性材料も包括する。好ましい
結合剤材料はノボラック樹脂である。その他の熱硬化性結合剤材料の非限定的例証には、
ウレタン樹脂や、架橋ポリエチレンのような架橋性の高い熱可塑性物質が含まれる。さら
に、熱硬化性重合体材料の使用が好ましいが、送給される揮発性材料に対して重合体材料
が非反応及び非吸収的なものであり、その重合体材料が送給装置内で基体が露出される温
度に耐性を有していさえすれば、砂粒子同士の結合に使用可能なあらゆる重合体材料を使
用できる。当業者によく知られているであろうこのような材料には、様々な気体、又はそ
の他の化学物質あるいは光処理に反応して硬化する重合体材料が含まれる。
【００５２】
　結合剤で個々に被覆された砂粒子は、ペグ、マット、芯、又はその他の形状に接着され
るまで流動性を有するので、これを多様な大きさ及び形状の鋳型内に導入し、加熱するこ
とで、ペグ７０、ペグ８０、マット５０、マット６０、マット１４４、本発明の基体から
成る芯、多孔性プラグ１４４ａのための、実質的にあらゆる形状の構造を形成することが
可能である。砂粒子は事前にコーティングを施した状態で購入できるので便利である。例
えば、樹脂被覆した砂粒子が米国イリノイ州ウェドロン（Ｗｅｄｒｏｎ）に在るフェアマ
ウント・ミネラルズ社テクニサンド部門（Ｔｅｃｈｎｉｓａｎｄ　Ｄｉｖｉｓｉｏｎ　ｏ
ｆ　Ｆａｉｒｍｏｕｎｔ　Ｍｉｎｅｒａｌｓ）から販売されている。市販されている樹脂
被覆した砂の１つのタイプには、酸化鉄（総重量の＜１５％まで）、アルミニウムケイ酸
塩（総重量の＜１５％まで）及びシリカ砂（つまり石英）を含む集合体上に被覆したフェ
ノール・ホルムアルデヒド・ノボラック樹脂（総重量の１～６％まで）、ヘキサメチレン
テトラミン硬化剤（総重量の＜２％まで）がある。別タイプの市販されている樹脂被覆砂
は、クロマイト砂上に被覆したフェノール・ホルムアルデヒド・ノボラック樹脂及びヒキ
サエチレンテトラミン硬化剤を含む。さらに別タイプの市販されている樹脂被覆砂は、ジ
ルコン砂上に被覆したフェノール・ホルムアルデヒド・ノボラック樹脂、ヘキサメチレン
テトラミン硬化剤を含む。
【００５３】
　最も好ましい実施形態では、ペグ７０、ペグ８０、マット５０、マット６０、マット１
４４、本発明の基体から成る芯、多孔性プラグ１４４ａは、ノボラック樹脂被覆したシリ
カ砂で形成されている。ノボラック樹脂被覆したシリカ砂は、１５０～３７０℃（３００
～７００°Ｆ）に熱せられた鋳型内に低圧射出されて、ペグ７０、ペグ８０、マット５０
、マット６０、マット１４４、本発明の基体から成る芯、多孔性プラグ１４４ａが形成さ
れる。鋳型の熱により、ノボラック樹脂の不可逆架橋が完了する。形成された孔と通路の
網状組織が、ペグ７０、ペグ８０、マット５０、マット６０、マット１４４、又は多孔性
プラグ１４４ａの容積比率の少なくとも２５～３０％を占めることが好ましく、また、形
成された孔と通路の網状組織が、ペグ７０、ペグ８０、マット５０、マット６０、マット
１４４、又は多孔性プラグ１４４の容積比率の少なくとも４０％を占めることが最も好ま
しい。平均的な孔の大きさは好ましくは２０～２００ミクロンの範囲であり、最も好まし
い平均的な穴の大きさは４～１００ミクロンの範囲である。ある形態では、基体は、異な
る領域毎に密度が異なる。
【００５４】
　小さな孔と高い屈曲性（捻り及び曲げ）を有する液体‐電気揮発性物質送給装置に使用
されている標準的な芯と対照的に、本発明によるペグ７０、ペグ８０、マット５０、マッ
ト６０、マット１４４、本発明の基体から成る芯、多孔性プラグ１４４ａは、より低い屈
曲性とより大きな孔を有しながら、適量の流量を維持することができる。ペグ７０、ペグ
８０、マット５０、マット６０、マット１４４、本発明の基体から成る芯、多孔性プラグ
１４４ａの構造は、流体の接触角度を縮小するために重合体結合剤を採用している。接触
角度をさらに縮小し、ペグ７０、ペグ８０、マット５０、マット６０、マット１４４、本
発明の基体から成る芯、多孔性プラグ１４４ａにおける若干の欠陥及び断続箇所を、接触
角度をより大きくしてしまう液体から遮断するために、重合体結合剤に加え、ジメチルシ
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リコーンなどの重合体表面コーティングを、ペグ７０、ペグ８０、マット５０、マット６
０、マット１４４、本発明の基体から成る芯、多孔性プラグ１４４ａの表面上に付与して
もよい。
【００５５】
　ペグ７０、ペグ８０、マット５０、マット６０、マット１４４、本発明の基体から成る
芯、又は多孔性プラグ１４４ａを送給装置内に挿入する前に、形成されたペグ７０、ペグ
８０、マット５０、マット６０、マット１４４、本発明の基体から成る芯、又は多孔性プ
ラグ１４４ａに揮発性材料を適用して、孔に揮発性材料を染み込ませる。熱揮発可能材料
の非限定的な例には、浮遊香（例えば芳香）、害虫駆除材料（例えば殺虫剤又は駆虫剤）
、アレルゲン制御成分、消毒剤等が含まれる。任意で、浸潤済みのペグ７０、ペグ８０、
マット５０、マット６０、マット１４４、又は多孔性プラグ１４４ａを部分的にプラスチ
ックでオーバーモールドしてもよい。
【００５６】
　揮発性材料が殺虫剤及び駆虫剤の少なくとも一方である場合には、有機三価リン性殺虫
剤、リピダミド殺虫剤、また、シトロネラ油、天然ピレトリン、ジョチュウギク抽出液の
ような天然駆虫剤、合成ピレトロイドが好ましい。適当な合成ピレトロイドは、アクリナ
トリン、Ｄ－アレスリン（Ｄ－ａｌｌｅｔｈｒｉｎ）のようなアレスリン、ピナミン（Ｐ
ｙｎａｍｉｎ）（登録商標）、ベンフルトリン（ｂｅｎｆｌｕｔｈｒｉｎ）、ビフェンス
リン、ピナミン・フォルテ（Ｐｙｎａｍｉｎ　Ｆｏｒｔｅ）（登録商標）のようなバイオ
アレスリン、Ｓバイオアレスリン、エスビオスリン、エスビオール、ビソレスメトリン（
ｂｉｓｏｒｅｓｍｅｔｈｒｉｎ）、シクロプロトリン、シフルトリン、ベータシフルトリ
ン、シハロトリン、ラムダシハロトリン、シペルメトリン、アルファシペルメトリン、ベ
ータシペルメトリン、シフェノトリン、デルタメトリン、エンペントリン、エスフェンバ
レレート、フェンプロパトリン、フェンバレレート、フルシトリネート、タウフルヴァリ
ネート（ｔａｕｆｌｕｖａｌｉｎａｔｅ）、カデトリン、ペルメトリン、フェノトリン、
イートック（Ｅｔｏｃ）（登録商標）のようなプラレトリン、レスメトリン、テフルトリ
ン、テトラメトリン、トラロメトリン、トランスフルトリンである。これ以外にも、特許
文献１８に記載の揮発性殺虫剤を採用することもできる。
【００５７】
　芳香剤搬送の目的で本発明の基体を使用する場合には、様々な天然及び人工の香水を使
用できる。これら香水の非限定的な例には、動物ベース及び植物ベースの天然香水と、ア
ルコール、フェノール、アルデヒド、ケトン、テルペン、エステルのような人工香水とが
含まれる。
【００５８】
　揮発性材料又は揮発性材料混合物の選択は、送給装置が提供する温度に依存する。例え
ば、図１Ａ、図４Ａの加熱された揮発性物質送給装置２０、２０ａは、殺虫剤と共に使用
した場合、一般的に約１００℃の芯表面温度を生じる。そのため、揮発性材料又は揮発性
材料の混合物は、ペグ７０又はペグ８０から効率的に放出されるものを選択する。同様に
、図７の加熱した揮発性物質送給装置４０は、殺虫剤と共に使用した場合に、一般的に約
１４０～１７０℃のマット表面温度を生じる。そのため、揮発性材料又は揮発性材料の混
合物は、マット５０又はマット６０から効率的に放出されるものを選択する。図１０、図
１１の加熱された揮発性物質送給装置１００、１１０ａは、殺虫剤と共に使用した場合、
一般的に約１６０℃のマット表面温度を生じる。そのため、揮発性材料又は揮発性材料の
混合物は、マット１４４又はペグ１４４ａから効率的に放出されるものを選択する。エア
ケアについては、これ以外の最良温度を使用する。本発明による基体の１つの利点は、基
体が熱伝導性質を有するため、基体の一端に熱を適用すると、基体がこの熱を伝播するた
め、従来のマット及び芯と比較して、基体全体にかけて実質的及び効率的に均等な温度が
得られる。従って、揮発性材料を基体の全面から、より均等に放出することが可能になる
。これは、絶縁性質を有する従来の重合体、繊維、セラミック製の芯では達成できない（
例えば、特許文献１９を参照）。
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【００５９】
　上述したように、図９のマット６０は、第１揮発性材料を染み込ませた第１領域６８と
、第２揮発性材料を染み込ませた第２領域６９とを備えている。この第１揮発性材料と第
２揮発性材料の配置は、本発明の砂粒子と結合剤を使用して得ることができる多孔質構造
により可能である。詳細には、砂粒子又はその他の非多孔質粒子と、適切な結合剤とを使
用して製造した多孔質構造は、形成したマット６０に揮発性材料を適用した場合、揮発性
材料が非常に制御された方法で移動する。マット６０の第１領域６８に第１揮発性材料を
適用すると、第１揮発性材料は、マット６０の第１領域６８を越えた部分の孔までは移動
しない。同様に、マット６０の第２領域６９に第２揮発性材料を適用した場合、第２揮発
性材料は、マット６０の第２領域６９を越えた部分の孔までは移動しない。そのため、第
１揮発性材料と第２揮発性材料が基体の孔内で混合することがない。マット６０は２つの
領域と２種類の揮発性材料のみに限定されるものではなく、つまり、任意数の領域と揮発
性材料の使用が可能であることに留意すべきである。別種の揮発性材料をマット６０の異
なる領域に配置することで、より高速に作用する揮発性材料、及び、より遅速に作用する
揮発性材料を参照して上述したとおりの、好みに合わせた活性材料の送給が得られる。異
なる数タイプの揮発性材料の使用も可能である。例えば、殺虫剤材料に関係なく同時蒸発
する着色したゲルのような使い切りインジケータ、同時蒸発する製法における染料、及び
複数の揮発性材料又は活性体（芳香剤又は殺虫剤）は、使用中合図と使い切り合図を提供
することができる。
【００６０】
　本発明による基体（例えば、ペグ７０、ペグ８０、マット５０、マット６０、マット１
４４、本発明の基体から成る芯、多孔質プラグ１４４ａ）には多くの利点がある。例えば
、砂ベースの基体は、送給装置からの毎日の送給速度の衰えが少なく、重合化した活性材
料（例えばジョチュウギク及びリモネン）による液体の芯への適用における詰まりが少な
い。本発明による基体では、従来の紙及びセラミック製の芯及びマットと比較して揮発性
材料の移動が少ないため、異なる揮発性材料を基体の異なる領域に正確に配置することが
可能である。さらにこの基体は、中心部分の温度が既存の紙製マットと比べてより高温に
なるが、これはマット製品にとって利点である。
【００６１】
　トランスフルトリン殺虫剤を含んだ本発明の或る例証的な基体（例えば、ペグ７０、ペ
グ８０、マット５０、マット６０、マット１４４、本発明の基体から成る芯、多孔質プラ
グ１４４ａ）が特に有利である。例えば、揮発性材料の放出時における送給が、従来の製
品よりも、より一定の送給速度で、より長い時間間隔で行われる。この送給速度が一定な
放出は、使用方法に関係なく送給速度が一定でない放出を行う他の製品と異なり、周期的
なオン/オフの切り換え、又は連続的な作動の両方で達成できる。市場に出回っている他
の製品と比較して小型サイズの部品を使用することにより、送給速度が一定で且つ超長期
的な揮発性材料送給期間を達成できる。より高い熱伝導性と改良された熱分布により、均
一な材料多孔性と、熱源全体及び熱源から離れた場所へ熱を容易に伝導させる孔構造とに
拠る改良された揮発性放出特性が得られる。この優れた熱伝導性により、芯を異なる温度
の加熱器と共に使用したり、芯の位置を加熱器付近に調整してあらゆる所与の所望の温度
を達成でき、揮発性材料の放出を高速化及び遅速化することができる。基体の孔内に不純
物のないトランスフルトリンを容易に内含できるため滲出又は漏出が低減される一方で、
同時に、加熱時には完全に放出される（保有、残留がない）。そのため、揮発性材料を保
持しないシステムの効率性のために、より少ない揮発性材料で、他の製品と同じ期間もた
せることが求められる。基体は、溶剤、熱、又は乾燥を用いることなく、不純物のないト
ランスフルトリンを容易に孔内に吸収できるため（セラミック又はおがくずよりも急速に
）、製造作業中の揮発性有機合成物質（「ＶＯＣ」）の放出を省略することができる。溶
剤を省略しているため、揮発性物質の超長期放出期間を、作業中にＶＯＣを放出すること
なく達成できるが、この作業は、溶剤を使用して放出の長期化を図る産業基準には一般的
ではない。この基体は、セラミック又はセルロース材料と比べて、熱劣化を生じさせる添
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加物の目詰まりが少ない。さらにこの基体は容器で液体を使用して、又は容器としての液
体を使用しなくても機能する。
【実施例１】
【００６２】
　本発明をさらに詳細に例証するために以下の例を提示する。これらは本発明をいかなる
形でも限定することを意図するものではない。
【００６３】
　形成したペグ７０又はペグ８０への浸潤に適した殺虫剤製剤は、以下の表１中の成分を
混合して準備できる。形成した本発明のペグ７０又はペグ８０（電気加熱した液体蒸発器
に適している）は、表１の製剤、プラレトリン１．２％、ピレスラム１．２５％、ブチル
ヒドロキシトルエン２％、リモネン０．０４％、及びバランスイソパラフィン溶剤（ｔｈ
ｅ　ｂａｌａｎｃｅ　ｉｓｏｐａｒａｆｆｉｎ　ｓｏｌｖｅｎｔ）との適合性を有する。
今日まで、一般的なセラミック及びおがくず芯のシステムにおける目詰まりの問題があっ
たために、ピレトリンやテルペンのような天然成分を含有したこのタイプの製法を利用す
ることが不可能であった。
【００６４】
【表１】

【実施例２】
【００６５】
　形成したペグ７０、ペグ８０又はマット５０への浸潤に適した別の殺虫剤製剤は、以下
の表２中の成分を使用して準備できる。トランスフルトリンを、液状で溶剤を含有してい
ないこのアクティブの望ましい量を基体表面上に直接配置することで基体に投与ことがで
き、こうすることで、トランスフルトリンが表面内に迅速に沈下する。トランスフルトリ
ンは室温では固体であるが、約３２℃で液体となる。従って、固体トランスフルトリンを
約３２℃以上の温度に加熱することで、液状のトランスフルトリンが得られる。本発明に
よる基体上に、この例に示したとおり希釈していないトランスフルトリンを乗せ、この基
体を約７０℃の加熱器で加熱した場合、トランスフルトリンが一定の送給速度で放出され
、本質的に全てのトランスフルトリンが基体から放出される。
【００６６】
【表２】

【実施例３】
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【００６７】

　形成したマット５０への浸潤に適した殺虫剤剤は、以下の表３中の成分を混合すること
で準備できる。
【００６８】
【表３】

【実施例４】
【００６９】

　マット１４４又は多孔質プラグ１４４ａへの浸潤に適した殺虫剤剤は、以下の表４中の
成分を混合することで準備できる。
【００７０】
【表４】

【実施例５】
【００７１】
　米国イリノイ州ウェドルン（Ｗｅｄｒｏｎ）に在るフェアマウント・ミネラルズ社のテ
クニサンド部門（Ｔｅｃｈｎｉｓａｎｄ　Ｄｉｖｉｓｉｏｎ　ｏｆ　Ｆａｉｒｍｏｕｎｔ
　Ｍｉｎｅｒａｌｓ）から販売されている市販のノボラック樹脂被覆したシリカ砂を、少
なくとも１５０℃（３００゜Ｆ）に上昇させた温度で圧縮下で成型し、化学結合した砂芯
を準備した。この化学結合した砂芯は、従来の加熱式液体電気送給装置に使用されている
セラミック及びおがくずタイプの吸収体芯に対して非常に高速な吸収を呈した。電子顕微
鏡写真は、一般的なセラミック又はおがくず芯と、本発明による化学結合した砂芯との間
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の孔の大きさの違いを示す。蒸発器内のおがくず芯は、例１の製薬に染み込ませた場合、
例１の製薬の送給速度が対照に対して下方傾斜を示した。例証１の製薬に浸した場合、こ
の例の本発明による化学結合した砂芯では、例１の検査製薬について、時間の経過に伴う
送給速度が対照製薬に対して実質的に下方傾斜を示さなかった。
【００７２】
　従って、揮発性材料の基体からの放出を促進するために活性手段（例えば熱源又は移動
する空気）を用いる送給装置内で使用可能な、改良された揮発性物質に浸した、芯及びマ
ットのような基体が得られた。本発明は、有効性、安全性、コスト、既存の揮発物質送給
装置との適合性、及び環境的な利点を提供する、揮発性物質を染み込ませた基体の必要性
を満たす。
【００７３】
　改良された有効性に関しては、本発明による基体の揮発性物質放出量（例えばｍｇ/時
）が、従来の芯及びマットと比較して、製品寿命（例えば、８時間、１２時間、４５日間
、６０日間といった目的とする使用期間）に関してより均一であり；この放出量の継続期
間は従来の芯及びマットの製品寿命を越え；より均一な放出量（例えばｍｇ/時）と、加
熱器又はキャンドル温度の可変への耐性が増加する。この基体は燃えず（溶剤を用いた揮
発性材料は燃焼する可能性がある）；子供による吸い込みを防止することを目的として、
ざらざらした質感の表面を呈し；揮発性材料は、配置された場所である基体の中心に留ま
ることができ、熱に向かって移動し、指が揮発性材料と接触しないように取り扱うことが
可能になる。
【００７４】
　コストに関しては、本発明の基体は、市販されている既存の送給装置を生かし；砂ベー
スのマットのコストは、１つの鋳型で多くのマットを作成できるため紙マットに匹敵し；
この基体は、図１０、図１１に示した金属バッフル片１５０を用いても、用いなくても機
能可能であり；この基体は、図１Ｂ、図４Ｂのプラスチック製ボトル、芯、挿入物及び溶
剤製剤の必要性を排除でき；さらに、この基体では、溶剤が不要な揮発性物質を使用でき
る。適合性に関しては、この基体は、既存製品と比較して、新規の形状及び質感（つまり
、新規のロックイン・キー特徴）を備えているためコスト効果的な設計を備え、寿命が長
く使い捨ての製品、及び目詰まりのない再充填可能な製品を提供する。環境的な利点に関
しては、この基体は使い捨て型であり、９６％天然有機要素から成り、揮発物質残留度が
低い、つまり既存の芯では３０～６０ミリグラムの揮発性物質が残留するのに対し、この
基体はほぼ０ミリグラムにまで揮発性物質を放出する。
【００７５】
　特定の実施形態を参照しながら本発明を相当に詳細に説明してきたが、当業者は、本発
明が、限定ではなく例証の目的で提示された、説明した実施形態以外の実施形態によりも
実施可能であることを理解するだろう。従って、添付の特許請求の範囲は、本明細書に含
まれる実施形態の説明に限定されてはならない。
【産業上の利用可能性】
【００７６】
　本発明は、基体からの揮発性材料の放出を促進するために活性手段（例えば、熱源又は
移動する空気）を用いる送給装置に使用可能な、芯及びマットのような、改良された揮発
性材料に浸した基体に関する。揮発可能な材料は浮遊香（例えば芳香）、害虫駆除材料（
例えば殺虫剤）、アレルゲン制御成分、消毒剤等が含まれる。本発明の製造方法及び使用
方法を開示する。
【図面の簡単な説明】
【００７７】
【図１Ａ】本発明による芯から揮発性材料を送給する従来技術の装置を示す斜視図である
。
【図１Ｂ】図１Ａの装置の側断面図である。
【図２】図１Ａ、図１Ｂの送給装置内に配置された、本発明による芯の実施形態の側断面
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図である。
【図３】図１Ａ、図１Ｂの送給装置内に配置された本発明による芯の実施形態の側断面図
である。
【図４Ａ】本発明による別の芯から揮発性材料を送給する、別の従来技術の装置を示す斜
視図である。
【図４Ｂ】図４Ａの装置の側断面図である。
【図５】図４Ａ、図４Ｂの送給装置内に挿入された本発明による別の芯の別の実施形態の
側断面図である。
【図６】図４Ａ、図４Ｂの送給装置内に配置された本発明による芯の別の実施形態の側断
面図である。
【図７】本発明の多孔質マットから揮発性材料を送給する従来技術の装置を示す上面斜視
図である。
【図８】本発明による多孔質マットの上面斜視図である。
【図９】本発明による別の多孔質マットの上面斜視図である。
【図１０】別の従来技術の送給装置内に配置した本発明による多孔質マットの別の実施形
態の側面斜視図である。
【図１１】図１０の従来の送給装置内に配置した本発明による多孔質プラグの実施形態の
側面斜視図を示す。

【図１Ａ】

【図１Ｂ】

【図２】

【図３】
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